
決算額(千円) 構成比(％) 経常一般財源等 構成比(％) 決算額(千円) 構成比(％) 一般財源等
経常一般財源等

(千円)
経常収支比率

(％)

2,228,989 12.9 2,103,961 26.8 1,718,966 10.3 1,519,056 1,465,795 18.5

108,670 0.6 108,670 1.4 995,500 6.0 995,500 984,443 12.5

848 0.0 848 0.0 2,809,067 16.8 948,388 556,863 7.0

7,852 0.0 7,852 0.1 1,240,289 7.4 1,205,863 1,205,863 15.3

20,114 人 令和 2年国調 9,038 0.1 9,038 0.1 1,240,289 7.4 1,205,863 1,205,863 15.3

22,221 平成27年国調 553,077 3.2 553,077 7.0 0 － 0 0 0.0

△ 9.5 増減率(％) 0 0.0 0 0.0 5,768,322 34.5 3,673,307 3,228,521 40.8

18,405 0 0.0 0 0.0 2,083,924 12.5 1,058,346 935,571 11.8

18,982 0 0.0 0 0.0 1,137,788 6.8 933,918 198,162 2.5

△ 3.0 9,137 0.1 9,137 0.1 3,052,946 18.3 1,974,215 1,657,540 21.0

45,976 0.3 45,976 0.6 914,982 5.5 842,839 823,894 10.4

1. A 6,896 0.0 6,896 0.1 1,506,466 9.0 1,329,708 1,208,908 15.3

2. B 6,059,660 35.0 4,916,913 62.5 1,359,049 8.1 284,471 0 0.0

3. A-B C 4,916,913 28.4 4,916,913 62.5 448,217 2.7 284,837 273,390 3.5

4. D 1,142,747 6.6 0 0.0 0 0.0 0

5. C-D E 9,030,143 52.2 7,762,368 98.7 1,361,179 8.1 184,207

6. F 1,335 0.0 1,335 0.0 22,921 0.1 22,921

7. G 19,295 0.1 0 0.0 1,361,179 8.1 184,207

8. H 248,911 1.4 79,014 1.1 730,987 4.4 8,839

9. I 30,232 0.2 0 0.0 575,802 3.4 174,302

10. F+G+H-I J 2,493,793 14.4 54,390 0.3 1,066

389 0.0 389 0.0 0 0.0 0

病 院 879,666 5.1 0 － 0

水 道 28,991 0.2 18,046 0.2 0 0.0 0

小 計 2,125,304 12.3

港 湾 628,336 3.6

下 水 道 484,861 2.9

臨 海 364,990 2.1 2,769 0.0

法 適 用
の 有 無 実 質 収 支 等

普 通 会 計
繰 入 金 職 員 数 介 護 958,939 5.5

有 355,197 1,359,886 401 小 計 17,295,185 100.0 7,863,921 100.0 16,717,891 100.0 9,723,009

有 228,411 103,193 15 特会合計

無 61,807 163,666 10 総 計 決算額(千円) 構成比(％) 増減率(％)
基準税額
×75/100

決算額　A 構成比(％)
Aのうち普通
建設事業費

Aの
一般財源等

無 433 426,483 3 定数 35,019 1.6 △ 1.4 26,642 133,798 0.8 0 133,620

無 140,047 351,681 0 1 934,992 41.9 △ 0.8 711,617 3,615,661 21.6 36,499 1,137,651

無 0 0 2 1 86,639 3.9 △ 1.8 65,406 4,189,155 25.1 163,836 1,991,792

無 0 80,325 1 1 59,610 2.7 △ 27.5 44,948 2,548,941 15.2 8,502 1,949,607

無 269,755 476,645 7 1 746,000 33.5 0.2 575,375 14,587 0.1 0 14,587

無 0 7,666 0 1 712,875 32.0 0.1 550,531 325,899 1.9 127,855 142,413

無 0 0 0 12 44,141 2.0 0.2 33,444 510,370 3.0 152,295 227,113

40,909 1.8 1,127.0 31,020 2,669,379 16.0 737,647 1,767,464

1号 60,000 3,232 0.1 △ 92.1 2,424 380,936 2.4 0 370,936

2号 144,000 197,560 8.8 △ 1.6 148,170 1,044,690 6.2 90,365 737,777

3号 156,000 0 0.0 0 0 － 0 0

千円 4号 180,000 0 0.0 0 1,240,295 7.4 0 1,205,869

千円 5号 192,000 2,103,961 94.4 △ 1.6 1,605,602 44,180 0.3 44,180 44,180

世帯 6号 480,000 0 0.0 0 － 0 0

人 7号 492,000 0 0.0 0.0 0 － 0 0

円 8号 2,100,000 125,028 5.6 △ 0.3

円 9号 3,600,000 内訳 124,018 5.6 △ 0.3

円 法人税割 2,228,989 100.0 △ 1.6 1,605,602 16,717,891 100.0 1,361,179 9,723,009

円 現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分 合 計 13.81／20.00 港 湾 事 業 - <20.0>

99.4 10.0 98.2 18.81／30.00 下 水 道 事 業 - <20.0>

市 町 村 民 税 99.5 15.1 98.7 25.00／35.00 水 道 事 業 - <20.0>

純固定資産税 99.0 6.9 97.1 350.0／－　　 病 院 事 業 - <20.0>

下 水 道 事 業 会 計

1,055,650

310,000円

適用開始年月日

平成28年4月1日

〃

〃

〃

〃

一人平均給料・報酬月額

830,000円

680,000円

580,000円

380,000円

340,000円

直 轄 ・ 県 営

受 託

教 育 費

土 木 費

総 務 費

0

超過課税分
収入済額

0

衛 生 費

0

宅 地 （ 臨 海 土 地 ） 造 成 事 業 会 計

議 会 議 長

議 会 議 員

う ち 純 固 定 資 産 税

市
　
町
　
村
　
民
　
税

37,870

被保険者一人当たり保険給付費

個 人 均 等 割

8.4

所 得 割

寄 附 金

区 分

市

町

村

民

税

固 定 資 産 税

合 計

法 人 税 割

地 方 債

公 営 企 業 等
資金不足比率

0

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率 －

1.4

市 町 村 た ば こ 税

目 的 税

鉱 産 税

固 定 資 産 税

0

小　　　　　　計

37,870

特 別 土 地 保 有 税

都 市 計 画 税

合 計

徴

収

率
う

ち

14,432

0

前 年 度 繰 上 充 用 金

商 工 費

5

諸 支 出 金

5

消 防 費

23,433

合 計

労 働 費

区 分

農 林 水 産 業 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

特 別 区 調 整 納 付 金

議 会 費

民 生 費

道 支 出 金

分 担 金 ・ 負 担 金

地 方 特 例 交 付 金

使 用 料

自 動 車 交 付 金

国 庫 支 出 金

法 人 事 業 税 交 付 金

2,271,433

特別会計の地方債残高

株式等譲渡所得割交付金

手 数 料

特 別 地 方 消 費 税

ゴ ル フ 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

　過疎

2,822,073

1,896

標 準 税 収 入 額

0

法 人 均 等 割

国 有 提 供 交 付 金

76.9%

　市町村圏

20.3%

特　　　　　別

19.8%

内

訳153

208,803

0

0基 金 取 り 崩 し 額

△ 102,474

469,995

235,018

繰 上 償 還 金

配 当 割 交 付 金

△13.8

財 政 力 指 数 ( ３ ヵ 年 )

577,141

指 数 等

8,255

就

業

人

口
平 成 27 年 国 調

2,200358

元 利 償 還 金

一 時 借 入 金 利 子

う ち 普 通 納 付 金

17,295,185

0

7,188,346

公 債 費 比 率

14,870
315

　後期高齢者医療広域連合

区 分

人 件 費

う ち 職 員 給

扶 助 費

うち一部組合負担金

16,717,891

公 債 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

地 方 交 付 税

53,363

53,728 298,489

365,000

水 道 事 業 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業 会 計

( う ち 単 純 労 務 職 )

298,117

-

179

病 院 事 業 会 計

( 0 )

教 育 公 務 員 365

( 0 )

1

区 分

市
　
町
　
村
　
民
　
税

港 湾 事 業 会 計

ラ ス パ イ レ ス 指 数 ( 令 和 5 年 4 月 1 日 現 在 ）

180

公
営
事
業
等
の
状
況

(

令
和
5
年
3
月
3
1
日
現
在

)

合　　　　　　計

介 護 サ ー ビ ス 事 業 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 会 計

介 護 保 険 事 業 会 計 ( 保 険 事 業 勘 定 ）

介護保険事業会計(ｻｰﾋﾞｽ事業勘定)

再　　差　　引　　収　　支 34,696

一世帯当たりの保険税収入額

被保険者一人当たり保険税収入額

2,824被　　保　　険　　者　　数

被保険者一人当たり国庫支出金

単 年 度 収 支

一 般 職 員

区 分

加　　入　　世　　帯　　数

実　　質　　収　　支

合 計

国

保

会

計

の

状

況

職員数　(人)　　A

収

支

状

況

一人当たり支給月額(円)
B/A

給料月額　(千円)　B

一 般 職 員 等 ( 令 和 5 年 4 月 1 日 現 在 ）

15,764,347

16,249,208

14,866

577,294

歳 出 総 額

実 質 単 年 度 収 支

484,861

ｋ㎡

世 帯 数

297.84

実 質 収 支

積 立 金

区 分

歳 入 歳 出 差 引 額

歳 入 総 額

翌 年 度 へ 繰 越 す べ き 財 源

国

調

住

基

台

帳

本年度末 (人)

増減率 (％)

前年度末 (人)

令和 2年 (人)

平成27年 (人)

増減率 (％)

68

△5.6

10,402令 和 27 年 国 調

17,257

増 減 率 ( ％ )

人 口 面 積

経 常 一 般 財 源 等 比 率

人 口
密 度

令 和 2 年 国 調

本 年 度 ( 千 円 )前 年 度 ( 千 円 )

9,816

令 和 2 年 国 調

実 質 収 支 比 率

5.0

311,277

107,146

342,164

　常備消防101.1

　留萌南部衛生組合

486,422

61,807

2,103

31

120,130

議 会 副 議 長

89,459

特

別

職

等

市 長

区 分

2,969,545 439

96.0

〃

副 市 長

減　　　 　債

特 定 目 的

積立金
現在高

教 育 長

4,086,738

物件等購入 114,307

129,655

1,922,576

そ　 の 　他

－ 7,362,901

0

市 町 村 税

地 方 債 現 在 高

債務負担
行為額(支
出予定額)

財　　 　　調

土 地 開 発 基 金 現 在 高

765,936

11,740,267

26,248,986

( 95.4 )

補 助

1.0倍

適 用 税 率 の 状 況 ( 令 和 5 年 4 月 1 日 現 在 ）

0

繰 越 金

繰 入 金

うち臨時財政対策債

14,508,719 目 的 別 歳 出

94.9

7,502,092

内
　
　
訳

災 害 復 旧 事 業 費

失 業 対 策 事 業 費

内

訳

うち減税補てん債

　歳入一般財源

7,902,860

単 独

地 方 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

区 分

経 常 収 支 比 率  (％)普 通 建 設 事 業 費

積 立 金

内

訳

物 件 費

環 境 性 能 割 交 付 金

歳 入令 和 ５ 年 度 コ ー ド 番 号

ふ り が な

経 常 経 費 充 当
一 般 財 源 等 計投 資 的 経 費

繰 出 金

性 質 別 歳 出

小　　　　　　計

Ⅰ－３

人 口 集 中 地 区 人 口
産 業 構 造

市 町 村 類 型

第 ３ 次第 ２ 次区 分

本年度交付税
種　地　区　分

区 分 指 定 団 体 等 の 状 況

7,344

０１２１２２

る　　　もい 　　し

第 １ 次

76.4%

Ⅰ－２
（甲－２）

3.3%

3.3%

投 資 ・ 出 資 金 ・ 貸 付 金

前 年 度 繰 上 充 用 金　特定農山村

事 務 組 合 の 加 入 状 況

0.31

普　　　　　通

　備荒資金組合 交 通 安 全 交 付 金

一 般 財 源 計38,939

う ち 人 件 費

7.4

50,398

3,180,425

公 債 費 負 担 比 率

備 荒 資 金 組 合 納 付 金 財 産 収 入

起 債 制 限 比 率

9.2 3,965,393

( 38,939 )

38,939516,749

（臨財債発行可能額）

諸 収 入

0

決算状況
都道府県名 北海道

市町村名 留　　　萌　　　市

実 質 公 債 費 比 率 ( ３ ヵ 年 )

15.3

標 準 財 政 規 模

基 準 財 政 需 要 額

基 準 財 政 収 入 額

7,777,925

4.3

合 計

97,679

7,145,818

6,846,152

　低開発

うち臨財債発行可能額

9.2

軽 自 動 車 税 0

環 境 性 能 割

種 別 割

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

－

－市 町 村 税 合 計

区 分

均 等 割
( 円 )

個
　
　
　
人
　
　
　
分

均 等 割
( 円 )

標準税率に
対する比率

所 得 割

3,000

法 定 外 普 通 税

旧 法 に よ る 税

法
　
　
　
人
　
　
　
分

ｱ ｲ

ｲ-ｱ


